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用関連データの「新規学卒就職者の在職期間別離職率の推移」によると、1987 年から 2012 年（昭和
62 年から平成 24 年）における中卒から大卒までのすべての卒業学歴において、1 年目の離職率が 24





文部科学省の「公立学校教職員の人事行政状況調査」によると、2011 年度（平成 23 年度）の新規
採用者において、条件附採用期間中の 1 年以内に正式採用とならなかった教員が 315 名、うち依願退
職者が 299 名に上ることがわかっている。依願退職者の内訳を見ると、最も多い退職理由は「自己都
合」165 名、次いで「病気」118 名、勤務成績などが悪く不採用になる前に退職した「不採用決定者」
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本学の学生 112 名に調査協力を依頼し、質問紙調査を実施した。 
〈調査手続き〉 
 2013 年 1 月、教育学部での授業時間内において質問紙調査を実施した。所要時間は 15～20 分程度
であった。 
〈調査内容〉 






調査協力者 112 名のうち教育実習生 57 名の質問紙調査の結果を分析対象とした。教師の資質・能




3 つの下位尺度については、｢同僚・先輩教師との連携、信頼がある」など 16 項目で構成される因
子を“教師像”(α=.97)、「子どもを公正・的確に評価できる」など 8 項目を“子ども理解”(α=.93)、
「教師自身がゆとりある生活をしている」など 6 項目を“教員スキル”(α=.87）と命名した。抽出
された因子と、各因子に含まれる項目を、表 1 に示す。 
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質問項目 因子1 因子2 因子3
因子1：教師像（α=.97）
　10. 同僚・先輩教師との連携、信頼がある 0.837 -0.061 0.078
　5. 自らの資質や能力を常に高めようとしている 0.765 -0.009 0.067
　3. 教師としての使命感、情熱、意欲がある 0.712 0.368 -0.249
　26. 子どもとの信頼関係を築くことができる 0.69 0.298 -0.042
　14. 上手なほめ方、叱り方ができる 0.69 -0.177 0.459
　29. 子どもの意見は謙虚に受け止めることができる 0.686 0.24 -0.052
　1. クラスを集団としてまとめていける 0.679 0.174 0.009
　12. 子どもの発想を大事にし、自発性を引き出す授業ができる 0.676 0.001 0.308
　30. 嘘やいじめに対して、毅然とした態度をとることができる 0.654 0.231 -0.059
　6. 教師自身が健康である 0.634 -0.132 0.365
　7. 一人ひとりの能力を最大限に伸ばそうとする教育観をもっている 0.591 0.477 -0.233
　11. 子どもをひきつける表現力がある 0.565 0.14 0.263
　8. 教育課題に取り組む、積極性・行動力をもっている 0.557 0.052 0.292
　24. 子どもと共に学ぶ姿勢をもっている 0.515 0.384 -0.025
　29. 子どもたちのつまづきが発見できる 0.461 0.258 0.209
　2. 社会的な規範を守る 0.433 0.251 -0.034
因子2：子ども理解（α=.93）
　21. 子どもを公正・的確に評価できる 0.136 0.836 -0.142
　23. 子どもの目線にたってコミュニケーションがとれる 0.076 0.812 0.033
　25. 子どもの興味・関心を把握することができる -0.051 0.796 0.135
　16. 子どもへの指示力、リーダーシップがとれる -0.064 0.612 0.368
　27. 悩みをもった子どもの相談にのることができる 0.477 0.564 -0.129
　22. 子ども一人ひとりの個性を大切にする 0.416 0.531 0.008
　20. 子どもが好き、子どもに対する愛情をもっている 0.252 0.493 -0.049
　28. 子どもの成育歴、家庭環境を把握している -0.065 0.489 0.39
因子3：教員スキル（α=.87）
　9. 教師自身がゆとりある生活をしている -0.055 -0.276 0.712
　15. 広範な教授メディアが活用できる -0.218 0.359 0.678
　18. 新しい指導技術を積極的に身につけることができる -0.016 0.205 0.633
　13. わかりやすい発問ができる 0.414 0.026 0.553
　17. 子どもが理解しやすいように、指導内容を組み立てて配列できる 0.296 0.17 0.538








Ⅱ-1 で検討した、教師の資質・能力を示す尺度を用いて、仮説 1 を検討する。 
【方法】 
〈調査対象者〉 
本学の学生 97 名に調査協力を依頼し、質問紙調査を実施した。有効回答数 95 名のうち、教育実習
済みの 2 名を除いた 93 名（男性 35 名・女性 58 名）を対象とした。教育実習生は 48 名（前期実習生
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33 名、後期実習生 15 名）、非教育実習生は 45 名だった。 
〈調査手続き〉 
 2013 年 4 月から 5 月にかけて、教育学部のゼミおよび授業時間内において質問紙調査を実施した。
所要時間は 15～20 分程度であった。 
〈調査内容〉 












までの 4 件法で回答を求めた。 




各尺度の平均値と標準偏差を、表 2 に示す。 
 
表 2．調査対象者別各尺度の平均値および標準偏差 
 理想像 現実像 教師特有のビリーフ 






















非教育実習生（N=45） 132.35 10.29 ――― ――― 77.78 7.53 
 
大学生の教職に対する理想像と現実像の関連性 
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 表 2 からは、非教育実習生よりも教育実習生の方が理想像得点および教師特有のビリーフ得点が高
いように見てとれる。そこで、教育実習生 48 名と非教育実習生 45 名の、理想像得点および教師特有
のビリーフ得点を比較検討するため、対応のない t 検定を行なった。 
表 3 に示した通り、理想像得点では、t(91)=3.26，p＜.01 となり、1％水準で有意であった。教師
特有のビリーフ得点では、有意差はみられなかった。 
 
表 3．対応のない t 検定の結果（理想像得点・教師特有のビリーフ得点） 
 等分散のためのLeveneの検定 2つの母平均の差の検定 
 F 値 有意確率 t 値 自由度 有意確率（両側) 
理想像 .168 .683 3.262 91 .002 












え、グループの分類を試みる。同時に、仮説 2 を検討する。 
【方法】 
〈調査対象者〉 
Ⅱ-2 の協力者 93 名のうち、前期実習生 33 名を対象とした。うち、教育実習の実施が後期になった
2 名を除いた 31 名（男性 8 名・女性 23 名）を分析対象とした。 
〈調査手続き〉 
2013 年 4 月から 5 月にかけて、教育学部のゼミおよび授業時間内において質問紙調査を実施した。
所要時間は 15～20 分程度であった。 
〈調査内容〉 
Ⅱ-1 の調査で得られた教師の資質・能力を示す 30 項目の尺度を用い、教師としての理想像と現実
像を問う質問紙調査を 5 件法にて実施した。教師特有のビリーフについては、鈴木（2007）に倣い
創価大学大学院紀要・第 36 集・2014 年 12 月 
－ 286 － 




 教育実習前における各尺度の平均値と標準偏差を、表 4 に示す。 
 
表 4．各尺度の平均値と標準偏差（教育実習前） 
 M SD 
理想像 137.45 11.66 
現実像 107.35 16.09 
教師特有のビリーフ  79.90  8.36 
 
仮説 2 に基づき、教育実習前の理想像得点および現実像得点の平均値、および 1/2 標準偏差を用い





いずれにも当てはまらなかった 4 名は分類から除外し、27 名（男性 7 名・女性 20 名）を各群に分
類したところ、｢標準群」は 8 名（男性 1 名・女性 7 名)、｢高現実群」は 8 名（男性 5 名・女性 3 名)、
｢低現実群」は 6 名（男性 1 名・女性 5 名)、｢低理想群」は 5 名（男性 0 名・女性 5 名）となった。 
 
（2）4 群間の比較（対応のないｔ検定による） 
教育実習前の 4 群における各尺度の平均値と標準偏差を、表 5 に示す。 
 
表 5．4 群における各尺度の平均値と標準偏差（教育実習前） 
 理想像 現実像 教師特有のビリーフ 
 M SD M SD M SD 
標 準 群（N=8） 141.88 5.36 107.00 4.17 82.25 7.97 
高現実群（N=8） 145.63 3.34 120.38 2.83 82.50 3.92 
低現実群（N=6） 142.00 7.07 87.67 8.12 84.17 12.66 
低理想群（N=5） 125.00 4.36 106.00 4.95 69.20 4.36 
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4 群の独自性を検証するため、｢標準群」を基軸とし、｢標準群×高現実群｣、｢標準群×低現実群｣、
｢標準群×低理想群」の群間で t 検定を行った。 
結果は表 6 に示した通り、｢標準群×高現実群」の現実像得点において、t(14)=7.51，p＜.001 とな
り 0.1％水準で有意であった。｢標準群×低現実群」の現実像得点においても、t(12)=5.84，p＜.001
となり 0.1％水準で有意であった。｢標準群×低理想群」では、理想像得点において、t(11)=5.90，p
＜.001 となり 0.1％水準で有意、教師特有のビリーフ得点において、t(11)=3.19，p＜.01 となり 1％
水準で有意であった。 
 
表 6．4 群の有意差検定の t 値と有意差（教育実習前） 
 理想像 現実像 教師特有のビリーフ 
標準群×高現実群
t=1.681    t=7.505   t=0.081      
n.s.    p＜.001   n.s.      
標準群×低現実群
t=-0.038    t=5.837   t=-0.603      
n.s.    p＜.001   n.s.      
標準群×低理想群
t=5.900    t=0.392   t=3.185      












群が異なった特徴をもつグループであり、仮説 2 は支持された。 
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Ⅱ-4．教育実習後の比較 
【目的】 
 理想像、現実像、教師特有のビリーフの 3 つの尺度を用いて、教育実習前後の結果を比較し、仮説
3 および仮説 4 をⅡ-3 で分類した 4 群より比較検討する。 
【方法】 
〈調査対象者〉 
Ⅱ-2 の協力者のうち、前期教育実習生 31 名（男性 8 名・女性 23 名）を調査対象とした。うち、教
育実習後の調査協力者は 24 名（男性 7 名・女性 17 名）となった。 
〈調査手続き〉 
 前期実習生の教育実習後となる 2013 年 7 月より、随時、個別に調査協力を依頼し、質問紙調査を






教育実習後における各尺度の平均値と標準偏差を、表 7 に示す。 
 
表 7．各尺度の平均値と標準偏差（教育実習後） 
 M SD 
理想像 138.83 14.03 
現実像 114.00 13.23 
教師特有のビリーフ  81.79  8.70 
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図 1 および図 2 に、教育実習前後の各尺度の平均値を示す。 


























図 2．教育実習前後の各尺度の平均値の比較（4 群） 
 
全体の比較を示した図 1 からは、現実像得点が高くなっているように見てとれる。また、各 4 群に
おいても現実像得点が高くなっており、特に、｢標準群」と「低現実群」で教育実習前後の差が大きい
ように見える。そこで、教育実習前と教育実習後の各尺度の得点を比較するため、全体および 4 群の




教育実習前 145.17 119.67 80.33










教育実習前 123.25 105.25 70.25











教育実習前 142.50 107.33 82.00










教育実習前 137.45 107.35 79.90

















教育実習前 142.25 87.25 85.25
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t=-1.578 t=-2.249 t=-2.681
















表 8 にあるように、全体での比較は、教育実習後の調査協力者 24 名（男性 7 名・女性 17 名）の教
育実習前後における各尺度の得点を用いた。4 群の各群における比較は、調査協力者 24 名のうち、｢標
準群」4 名（男性 0 名・女性 4 名)、｢高現実群」6 名（男性 5 名・女性 1 名)、｢低現実群」4 名（男
性 1 名・女性 3 名)、｢低理想群」4 名（男性 0 名・女性 4 名）の教育実習前後における各尺度の得点
を用いた。 
 
表 8．教育実習前後の各尺度の得点による有意差検定の t 値と有意差 
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（2）4 群間の比較（対応のないｔ検定による） 
教育実習後の 4 群における各尺度の平均値と標準偏差を、表 9 に示す。 
 
表 9．4 群における各尺度の平均値と標準偏差（教育実習後） 
 理想像 現実像 教師特有のビリーフ 
 M  SD M  SD M   SD 
標 準 群（N=6） 142.00 10.97 117.50 7.20 83.50 5.72 
高現実群（N=6） 145.67 1.37 122.33 10.29 85.67 4.18 
低現実群（N=4） 148.75 0.96 101.00 10.80 85.25 9.74 
低理想群（N=4） 127.00 10.83 108.25 13.20 70.00 11.02 
 
Ⅱ-3 の教育実習前の分析と同様、教育実習後の 4 群の特徴を捉えるため、｢標準群」を基軸とし、
群間で t 検定を行った。 





表 10．4 群の有意差検定の t 値と有意差（教育実習後） 
 理想像 現実像 教師特有のビリーフ 
標準群×高現実群
t=-0.993   t=-0.943  t=-0.749    
n.s.   n.s.  n.s.    
標準群×低現実群
t=-1.203   t=2.929  t=-0.362    
n.s.   P＜.05  n.s.    
標準群×低理想群
t=2.128   t=1.449  t=2.576    





し、｢低現実群」の現実像得点が高くなっても 4 群のうち最も低く、｢標準群」との 2 群間に有意差が
認められた。教師特有のビリーフ得点は、教育実習前の結果と同様に、教育実習後においても「低理
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Pre Post Pre post Pre post
  1.（女・幼稚園） 138 120 113 117 73 73
  2.（女・幼稚園） 143 146 105 113 80 85
  3.（女・小学校） 144 147 100 129 81 88
  4.（女・小学校） 133 144 110 113 83 81
  5.（女・小学校） 147 145 111 110 86 87
  6.（女・中学校） 150 150 105 123 89 87
  7.（男・小学校） 147 144 120 126 85 87
  8.（男・小学校） 138 146 119 125 78 84
  9.（女・小学校） 144 147 118 136 86 93
 10.（男・中学校） 147 146 119 105 85 86
 11.（男・中学校） 147 147 125 124 76 81
 12.（男・中学校） 148 144 117 118 72 83
 13.（女・小学校） 131 150 86 108 88 95
 14.（女・小学校） 148 149 76 85 94 92
 15.（男・中学校） 150 148 88 107 79 79
 16.（女・中学校） 140 148 99 104 80 75
 17.（女・幼稚園） 126 131 106 108 83 81
 18.（女・小学校） 122 131 104 123 59 57
 19.（女・中学校） 121 111 99 91 68 65
 20.（女・中学校） 124 135 112 111 71 77
 21.（女・幼稚園） 102 92 107 91 73 76
 22.（女・小学校） 137 142 144 131 91 90
 23.（男・中学校） 132 138 133 129 74 84
 24.（女・高等学校） 113 131 69 109 70 77
全体のM 137.45 138.83 107.35 114.00 79.90 81.79



























ことからも、仮説 4 は支持されるだろう。 
 
（3）個人の得点を通しての検討 
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表 11 より、個人の得点をみても、全体的に現実像得点が教育実習後に高くなっている傾向がみて
取れる。以下、各群の個人得点の変化を踏まえ、特徴を捉えていく。 
尚、〈 〉内の数字は表 11 の調査対象者の番号を示す。 
 
 「標準群」の個人得点をみると、理想像が低くなったのが 2 名〈1,5〉、変化なし 1 名〈6〉、高く
なったのが 3 名〈2,3,4〉で、教師特有のビリーフが低くなったのが 2 名〈4,6〉、変化なし 1 名〈1〉、
高くなったのが 3 名〈2,3,5〉だった。しかし、個々人の得点に大きな変化がないため、教育実習前後
で比較しても、｢標準群」としての理想像と教師特有のビリーフについては差がみられない。現実像は
低くなったのが 1 名〈5〉で、他の 5 名〈1,2,3,4,6〉は高くなった。低くなった 1 名の得点は 1 点の
差であり、総じて「標準群」としての現実像得点が 10 点ほど高くなっている。このことは、表 8 の
教育実習前後の比較で、現実像において有意傾向がみられたことと結びつくだろう。 
 「高現実群」の個人得点をみると、理想像が低くなったのは 3 名〈7,10,12〉、変化なし 1 名〈11〉、
高くなったのは 2 名〈8,9〉で、現実像が低くなったのは 2 名〈10,11〉、高くなったのは 4 名〈7,8,9,12〉
だった。しかし、個々人の得点に大きな変化がないため、教育実習前後で比較しても、「高現実群」
としての理想像と現実像については差がみられない。一方、教師特有のビリーフは 6 名全員が高くな
っており、｢高現実群」として 5 点ほど高くなった。このことは、表 8 の教育実習前後の比較で、教
師特有のビリーフにおいて 5％水準の有意差がみられたことと結びつくだろう。また、｢高現実群」の
理想像と現実像ではあまり変化がなかった一方、｢標準群」の現実像がやや高くなったことによって、
表 10 の教育実習後の「標準群」との比較結果にあるように、2 群の差がみられなくなったのだろう。 
 
「低現実群」の個人得点をみると、理想像が低くなったのは 1 名〈15〉で、他の 3 名〈13,14,16〉
は高くなった。現実像は 4 名全員が高くなった。教師特有のビリーフが低くなったのは 2 名〈14,16〉、
変化なし 1 名〈15〉、高くなったのは 1 名〈13〉だった。教師特有のビリーフは、個々人の得点に大
きな変化がなく「低現実群」としては差がみられない。｢低現実群」として理想像は 6 点ほど高くな
ったが、現実像は 14 点ほど高くなり、個人でみても 5～22 点と増加が著しい。このことは、表 8 の
教育実習前後の比較で、現実像において 5％水準の有意差がみられたことと結びつくだろう。しかし、
「低現実群」は教育実習前の現実像得点が「標準群」と比較して有意に低く、表 10 にあるように、
教育実習後も 5％水準で有意差がみられており、依然として 4 群の中で最も現実像得点が低い傾向が
ある。この「低現実群」の特徴も、個人の得点と照らし合わせて読み取ることができる。 
 
「低理想群」の個人得点をみると、理想像が低くなったのは 1 名〈19〉で、他の 3 名〈17,18,20〉
は高くなった。現実像が低くなったのは 2 名〈19,20〉、高くなったのは 2 名〈17,18〉だった。教師
特有のビリーフが低くなったのは 3 名〈17,18,19〉で、1 名〈20〉は高くなった。しかし、どの尺度
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においても、個々人の得点に大きな変化がなく、｢低理想群」として変化はみられなかった。このこと


















教育実習後の調査協力者 24 名（男性 7 名・女性 17 名）のうち、｢標準群」6 名（男性 0 名、女性 6
名)、｢低理想群」4 名（男性 0 名、女性 4 名）をインタビュー調査の対象者とした。 
〈調査手続き〉 
 教育実習後の 2013 年 7 月より、随時個別に調査協力を依頼し、教育実習後の質問紙調査と同日に
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Pre Post Pre post Pre post
  1.（女・幼稚園） 138 120 113 117 73 73
  2.（女・幼稚園） 143 146 105 113 80 85
  3.（女・小学校） 144 147 100 129 81 88
  4.（女・小学校） 133 144 110 113 83 81
  5.（女・小学校） 147 145 111 110 86 87
  6.（女・中学校） 150 150 105 123 89 87
標準群M 141.88 142.00 107.00 117.50 82.25 83.50
 17.（女・幼稚園） 126 131 106 108 83 81
 18.（女・小学校） 122 131 104 123 59 57
 19.（女・中学校） 121 111 99 91 68 65
 20.（女・中学校） 124 135 112 111 71 77
低理想群M 123.25 127.00 105.25 108.25 70.25 70.00















「低理想群」は 136 枚となった。 
 
表 13．KJ 法によるラベルの分類 
 ラベル総数 （大カテゴリ） （中カテゴリ） （小カテゴリ） 
標 準 群（N=6） 262 枚 23 39 122 
低理想群（N=4） 136 枚 23 25 111 
 
 表 13 に示したように、｢標準群」のラベル分類は、小カテゴリが 122（1～122）となり、それらを
まとめた中カテゴリが 39（①～㊴)、さらにまとめて分類した大カテゴリが 23（A～M）となった。
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